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第103回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第14
条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.kitz.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しており
ます。

表紙
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　33社
KITZ CORP. OF AMERICA、Metalúrgica Golden Art's Ltda.、KITZ CORP. OF EUROPE, S.A.、KITZ Europe 
GmbH、Perrin GmbH、KITZ (THAILAND) LTD.、台湾北澤股份有限公司、北澤精密機械(昆山)有限公司、北澤
閥門(昆山)有限公司、連雲港北澤精密閥門有限公司、北澤半導体閥門(昆山)有限公司、上海開滋国際貿易有限公司、
KITZ CORP. OF ASIA PACIFIC PTE. LTD.、東洋バルヴ㈱、㈱清水合金製作所、㈱キッツエスシーティー、三吉バ
ルブ㈱、㈱キッツマイクロフィルター、㈱キッツメタルワークス、㈱ホテル紅や　他13社
(注) 1．KITZ CORP. OF KOREAについては、平成28年８月に新たに設立したため、同社を連結の範囲に含めております。

2．Filcore Co., Ltd.については、平成28年11月に当社の子会社である㈱キッツマイクロフィルターが株式の過半数を
取得したため、同社を連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、次の連結子会社を除いて当社と同一であります。連結計算書類は、それぞれの決算日現在の
財務諸表に基づき作成しております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を
行っております。
決算日　12月末日

KITZ CORP. OF AMERICA、Metalúrgica Golden Art's Ltda.、KITZ CORP. OF EUROPE, S.A.、KITZ Europe 
GmbH、Perrin GmbH、KITZ (THAILAND) LTD.、台湾北澤股份有限公司、北澤精密機械(昆山)有限公司、北澤
閥門(昆山)有限公司、連雲港北澤精密閥門有限公司、北澤半導体閥門(昆山)有限公司、上海開滋国際貿易有限公司、
KITZ CORP. OF ASIA PACIFIC PTE. LTD.　他6社

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　移動平均法に基づく原価法
デリバティブ　　　　　時価法
たな卸資産

製品及び仕掛品　　　総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）
但し、仕掛品の一部につき移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
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原材料　　　　　　　移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）
なお、一部の連結子会社は、最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）を採用しております。

貯蔵品　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社は、主として定率法（但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
なお、一部の連結子会社は定額法を採用しております。

無形固定資産（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社は、定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しておりま
す。

リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日が平成20年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。

③　繰延資産の処理方法
社債発行費

支出時に全額費用として処理しております。
④　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金
金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金
従業員賞与の支給に備えて、支給見込額のうち当連結会計年度に帰属する金額を計上しております。

役員賞与引当金
当社及び一部の連結子会社は、役員賞与の支給に備えて、事業年度の業績に基づき、支給見込額を計上しており
ます。

役員退職慰労引当金
一部の連結子会社は、役員退職慰労金の支給に備えて、それぞれの役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を
計上しております。

役員株式給付引当金
当社は、株式交付規程に基づく取締役及び執行役員に対する将来の当社株式の交付に備えるために、当連結会計
年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。

－ 2 －

連結注記表



2017/05/25 0:20:51 / 16266780_株式会社キッツ_招集通知（Ｆ）

⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、借入金の金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場
合は特例処理を、通貨スワップ取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を行っております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引
ヘッジ対象：外貨建債権債務、外貨建借入金、借入金利息

ハ．ヘッジ方針
為替予約取引については、外国為替変動リスクをヘッジする目的で実需の範囲内で実施しております。金利スワッ
プ取引は、借入金の金利上昇リスクのヘッジを目的とし、通貨スワップ取引は外貨建長期借入金の外国為替変動リ
スクをヘッジする目的で、いずれも実需に伴う取引に限定し実施しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変
動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。但し、ヘッジ手段とヘッジ対象に関す
る重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動またはキャッシュ・フロー変動を完全に
相殺するものと想定することができる場合には、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であることを
確認することにより有効性の判定に代えております。

⑥　のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間（5年から10年）にわたり均等償却す
ることとしております。

⑦　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法
により費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の
包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

・小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．消費税等の会計処理方法
当社及び国内の連結子会社は税抜き方式によっております。

ハ．連結納税制度の適用
平成15年3月期から連結納税制度を適用しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上
の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した
建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

３．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連結会計
年度から適用しております。

（当社取締役及び執行役員に対する株式報酬制度の導入）
　当社は、平成28年６月29日開催の第102回定時株主総会決議に基づき、平成28年８月１日より、当社取締役及び執行役
員（社外取締役を除きます。以下「取締役等」という）に対して、中長期的な業績向上と企業価値の増大に貢献する意識
を高めることを目的とし、新たな株式報酬制度（以下「本制度」という）を導入しております。
　なお、本制度を導入するにあたり、「役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託」と称される仕組みを採用してお
ります。

①　取引の概要
　信託期間中、毎事業年度における役位及び業績目標の達成度等に応じて、取締役等に一定のポイント数が付与されます。
一定の受益者要件を充足する取締役等に対して、当該取締役等の退任時に、付与されたポイント数の一定割合に相当する
当社株式が取締役等に交付され、残りのポイント数に相当する数の当社株式については、信託契約の定めに従い、本信託
内で換価した上で換価処分金相当額の金銭が交付されます。

②　信託に残存する自社の株式
　当連結会計年度における本制度の導入に伴い、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口・75957
口）が、当社株式347,500株を取得しております。
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付帯する費用の金額を除く）により、純資産の部に自己株式とし
て計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、193百万円及び344,557株であ
ります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
機械装置 13百万円
土地 102百万円

②　担保に係る債務
短期借入金 19百万円
長期借入金
（1年以内返済予定額を含む）

100百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 60,232百万円
(3) 偶発債務

従業員の住宅資金借入金に対する債務保証 1百万円
受取手形の債権流動化による譲渡高 141百万円
受取手形及び電子記録債権割引高 247百万円

５．連結損益計算書に関する注記
過年度法人税等
移転価格税制に係る日米相互協議の合意による還付額であります。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数に関する事項
　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　110,396,511株
(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

平成28年５月30日 取締役会 普通株式 750 7 平成28年３月31日 平成28年６月６日
平成28年10月31日 取締役会 普通株式 629 6 平成28年９月30日 平成28年12月６日

計 1,380 13

（注）平成28年10月31日の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する配
当金２百万円が含まれております。
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
平成29年５月30日開催の取締役会において、以下の事項を決議する予定であります。

イ．配当金の総額 712百万円
ロ．配当の原資 利益剰余金
ハ．1株当たり配当額 7円
ニ．基準日 平成29年3月31日
ホ．効力発生日 平成29年6月5日

（注）平成29年５月30日の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する配当
金２百万円が含まれております。

(3) 当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数
当連結会計年度末において該当する新株予約権はありません。

７．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しており、資金調達については銀行等金融機関からの借
入及び公募あるいは私募による社債発行により行っております。
受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスクの低減を図っておりま
す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の評価を行っております。
借入金及び社債の資金使途は運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対しては、金
利スワップ取引を実施しております。また、外貨建長期借入金の外国為替変動リスクに対しては通貨スワップ取引を
実施しております。
外貨建債権債務の為替変動リスクについては、ヘッジを目的とした先物為替予約取引を随時行っております。
伸銅品事業における原材料価格の変動リスクについては、リスク回避を目的とした商品先物取引を利用しております。
なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、
時価を把握することが極めて困難と認められるもの及び重要性の乏しいものは含まれておりません。

(単位　百万円)
連結貸借対照表計上額（＊1） 時　価（＊1） 差　　額

①現金及び預金 18,181 18,181 －
②受取手形及び売掛金 18,620 18,620 －
③電子記録債権 7,272 7,272 －
④投資有価証券
　　その他有価証券 5,893 5,893 －
⑤買掛金 (6,138) (6,138) －
⑥社債 (14,427) (14,580) (152)
⑦長期借入金 (8,863) (8,968) (104)
⑧デリバティブ取引(＊2) (0) (0) －

(＊1) 負債に計上されているものについては（　）で示しております。
(＊2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（　）で示し

ております。
(注) 1．金融商品の時価の算定方法

(1) ①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、並びに③電子記録債権
上表の①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、並びに③電子記録債権の時価については、短期間で決済されるため、時
価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) ④投資有価証券
上表の④投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

(3) ⑤買掛金
上表の⑤買掛金の時価については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

(4) ⑥社債
上表の⑥社債の時価については、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を当
該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(5) ⑦長期借入金
上表の⑦長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しております。

(6) ⑧デリバティブ取引
上表の⑧デリバティブ取引のうち、為替予約については取引金融機関から提示された価格により時価を算定しております。
また、商品先物取引については取引先から提示された価格等に基づき算定しております。
金利スワップの特例処理及び通貨スワップの振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処
理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位　百万円)

区　　分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 214
これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難
と認められるため、「④投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

８．1株当たり情報に関する注記
(1) 1株当たり純資産額 727円78銭
(2) 1株当たり当期純利益 51円43銭

(注)1.　 1株当たり当期純利益の算定上の基礎
親会社株主に帰属する当期純利益 5,400百万円
普通株主に帰属しない金額 －百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 5,400百万円
期中平均株式数 105,002,659株

2.　役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式
に含めております。（当連結会計年度　344,557株）
また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 （当連結会計年度　217,065株）

９．その他の注記
(1) 退職給付に関する注記

退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の
調整表
積立型制度の退職給付債務 5,781百万円
年金資産 △5,923百万円

△142百万円
非積立制度の退職給付債務 381百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 238百万円
退職給付に係る負債 413百万円
退職給付に係る資産 △174百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 238百万円

(注) 簡便法を適用した制度を含んでおります。
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(2) 資産除去債務に関する注記
①　資産除去債務の概要

当社及び当社グループは主に、労働安全衛生法、石綿障害予防規則等が規定する建築物の解体時におけるアスベスト
の除去費用等を合理的に見積り、資産除去債務を計上しております。

②　資産除去債務の金額の算定方法
資産除去債務の見積りにあたり、対象資産それぞれの使用見込期間を見積り、割引率は主に2.520％を採用しておりま
す。

③　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 424百万円
時の経過による調整額 7百万円
見積りの変更による増加額 20百万円
資産除去債務の履行による減少額 △5百万円
その他の増減（△は減少） △5百万円
期末残高 441百万円

(3) 減損損失に関する注記
当社グループは、当連結会計年度において減損損失を3,756百万円計上しており、このうち重要なものは以下の通りで
す。

場所 用途 種類

千葉県千葉市 本社 建物及び構築物、土地

①経緯
当社が所有する本社不動産について信託受益権の設定・譲渡を行うことを決定したことに伴い、本社不動産の帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、その減少額を減損損失として3,598百万円特別損失に計上しております。

②減損損失の金額
建物及び構築物 2,793百万円

土地 805百万円

計 3,598百万円
③回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しております。
④グルーピングの方法

当社グループは、損益管理を合理的に行える事業単位によって資産グルーピングを行っております。

10．記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
子会社株式　　　　　移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
　時価のあるもの　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）
　時価のないもの　　移動平均法に基づく原価法

②　デリバティブ　　　　時価法
③　たな卸資産

製品及び仕掛品　　　総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

原材料　　　　　　　移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

貯蔵品　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
主として定率法
但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属
設備及び構築物については、定額法を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3) 繰延資産の処理方法
社債発行費

支出時に全額費用として処理しております。
(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金
金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員賞与の支給に備えて、支給見込額のうち当事業年度に帰属する金額を計上しております。

－ 10 －
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③　役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えて、事業年度の業績に基づき支給見込額を計上しております。

④　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末
において発生していると認められる額を計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定
式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、当事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法に
より費用処理しております。

⑤　役員株式給付引当金
当社は、株式交付規程に基づく取締役及び執行役員に対する将来の当社株式の交付に備えるために、当事業年度末に
おける株式給付債務の見込額を計上しております。

(5) ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、借入金の金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合
は特例処理を、通貨スワップ取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引
ヘッジ対象：外貨建債権債務、外貨建借入金、借入金利息

③　ヘッジ方針
為替予約取引については、外国為替変動リスクをヘッジする目的で実需の範囲内で実施しております。金利スワップ
取引は、借入金の金利上昇リスクのヘッジを目的とし、通貨スワップ取引は外貨建長期借入金の外国為替変動リスク
をヘッジする目的で、いずれも実需に伴う取引に限定し実施しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動
の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。但し、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重
要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺す
るものと想定することができる場合には、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であることを確認する
ことにより有効性の判定に代えております。
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(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なっております。
②　消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。
③　連結納税制度の適用

平成15年3月期から連結納税制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　当社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対
応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物
に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

３．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
前事業年度において区分掲記していた営業外費用の「社債発行費償却」は、金額的重要性が乏しいため、「雑損失」に含
めて表示しております。
なお、「雑損失」に含まれる「社債発行費償却」は28百万円であります。

４．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業年度
から適用しております。

（当社取締役及び執行役員に対する株式報酬制度の導入）
　取締役等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結注記表の「３．追加情報」に同一の
内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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５．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 32,019百万円
(2) 偶発債務

下記の関係会社の借入金等及び従業員の住宅資金借入金に対する債務保証
㈱キッツメタルワークス 466百万円
㈱ホテル紅や 190百万円
㈱キッツエスシーティー 120百万円
従業員 1百万円
　　　　計 778百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 7,852百万円
長期金銭債権 4,298百万円
短期金銭債務 5,976百万円
長期金銭債務 8百万円

６．損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との当事業年度中における取引高

売上高 17,209百万円
仕入高 19,122百万円
販売費及び一般管理費 180百万円
営業取引以外の取引高 1,733百万円
なお、上記の「営業取引以外の取引高」には注(2)に記載している米国連結子会社との移転価格税制調整金766百万円
を含めております。

(2) 移転価格税制調整金
日米間の移転価格に関し、日米相互協議が平成28年10月に合意に至りました。特別利益に計上している移転価格税制
調整金は、本合意内容に基づいて、米国の連結子会社であるKITZ CORP. OF AMERICAが当社に対して支払うことに
なった過年度の調整金であります。

(3) 過年度法人税等
移転価格税制に係る日米相互協議の合意による還付額であります。
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７．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首株式数(株) 当事業年度増加株式数(株) 当事業年度減少株式数(株) 当事業年度末株式数(株)
普通株式 3,181,222 5,828,154 2,955 9,006,421

(注) 1．当事業年度の増加株式数5,828,154株は、取締役会の決議に基づく自己株式の買付による増加5,479,300株、役員報酬ＢＩＰ
信託による当社株式の取得による増加347,500株、及び単元未満株式の買取りによる増加1,354株であります。

2．当事業年度の減少株式数2,955株は、役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の処分による減少2,943株及び単元未満株式の売渡し
による減少12株であります。

3．自己株式の当事業年度末株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式344,557株を含めております。

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

賞与引当金 344百万円
退職給付引当金 269百万円
関係会社株式評価損 764百万円
投資有価証券評価損 141百万円
減損損失 698百万円
その他 643百万円
繰延税金資産　小計 2,859百万円
評価性引当額 △1,691百万円
繰延税金資産　合計 1,168百万円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △729百万円
その他 △18百万円
繰延税金負債　合計 △747百万円
繰延税金資産(△：繰延税金負債)の純額 420百万円

９．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上している固定資産の他、事務機器及び車両の一部などを所有権移転外ファイナンス・リース契約により
使用しております。
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10．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属性 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合

関係内容
取引の内容 取引金額

（百万円） 科　目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等 事業上の関係

子会社 東洋バルヴ㈱ 直接100％ 役員１名 当社販売先 製品の販売等 6,332 売掛金 556
子会社 台湾北澤股份有限公司 直接100％ 役員１名 当社仕入先 製品の仕入等 5,386 買掛金 639
子会社 KITZ（THAILAND）LTD. 直接  92％ － 当社仕入先 製品の仕入等 7,188 買掛金 1,271

子会社 KITZ CORP. OF AMERICA 直接100％ 役員１名 当社販売先 移転価格税制調整金の
受取 766 - -

子会社 ㈱キッツメタルワークス 直接100％ 役員１名 当社仕入先 資金の貸付 1,478 短期貸付金
長期貸付金

2,461
1,905

子会社 ㈱ホテル紅や 直接100％ 役員２名 施設の利用先 資金の貸付 759 短期貸付金
長期貸付金

1,060
2,212

子会社 ㈱清水合金製作所 直接  93％ 役員１名 当社販売先 資金の借入 2,494 短期借入金 1,896

(注) 1．上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には国内取引について、消費税等が含まれております。
2．製品の販売及び仕入については、市場価格及び子会社の収益状況を勘案して一般の取引条件と同様に決定しております。
3．資金の貸付に係る貸付利率及び資金の借入に係る借入利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
4．資金の貸付及び資金の借入に係る取引金額は、資金の貸付額及び資金の借入額を示しております。
5．関係会社の外部借入等に対する債務保証についての詳細は、「5．貸借対照表に関する注記 (2) 偶発債務」に記載しておりま

す。

11．1株当たり情報に関する注記
(1) 1株当たり純資産額 542円23銭
(2) 1株当たり当期純利益 35円89銭

(注)1. 1株当たり当期純利益の算定上の基礎
当期純利益 3,768百万円
普通株主に帰属しない金額 －百万円
普通株式に係る当期純利益 3,768百万円
期中平均株式数 105,002,659株

2. 役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に
含めております。（当事業年度　344,557株）

 また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
（当事業年度　217,065株）
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12. その他の注記
(1) 退職給付に関する注記

退職給付債務及びその内訳
①　退職給付債務 △4,407百万円
②　年金資産 4,559百万円
③　未積立退職給付債務　　　①＋② 151百万円
④　未認識数理計算上の差異 △264百万円
⑤　退職給付引当金　　　　　③＋④ △113百万円

(2) 資産除去債務に関する注記
①　資産除去債務の概要

当社は主に、労働安全衛生法、石綿障害予防規則等が規定する建築物の解体時におけるアスベストの除去費用等を合
理的に見積り、資産除去債務を計上しております。

②　資産除去債務の金額の算定方法
資産除去債務の見積りにあたり、対象資産それぞれの使用見込期間を見積り、割引率は主に2.305％を採用しておりま
す。

③　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 236百万円
時の経過による調整額 4百万円
見積りの変更による増加額 20百万円
資産除去債務の履行による減少額 △5百万円
その他の増減（△は減少） △4百万円
期末残高 251百万円
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(3) 減損損失に関する注記
当社は、当事業年度において減損損失を3,710百万円計上しており、このうち重要なものは以下の通りです。

場所 用途 種類

千葉県千葉市 本社 建物、土地

①経緯
当社が所有する本社不動産について信託受益権の設定・譲渡を行うことを決定したことに伴い、本社不動産の帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、その減少額を減損損失として3,598百万円特別損失に計上しております。

②減損損失の金額
建物 2,793百万円

土地 805百万円

計 3,598百万円
③回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しております。
④グルーピングの方法

当社は、損益管理を合理的に行える事業単位によって資産グルーピングを行っております。

13. 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております
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